
































2011 年 3 月、九州新幹線博多・鹿児島中央間（以下、九州新幹線）が全線開業した。本論文
では、九州新幹線の開業が沿線市町村の人口に与えた効果の計測を試みる。

















BergerandEnfl （2017）は、スウェーデンにおいて 1855 年から 1870 年の間の鉄道開業が
都市の成長に及ぼした影響を分析している。彼らの研究では、短期と長期の効果を区別して分
析が行われており、短期の効果については、difference­in­differences 法と操作変数法による推
定が行われている。それらの分析では、1855 年から 1870 年の間の鉄道の開業が沿線都市の人
口に対して、プラスの効果を持っていたことが示される。
MayerandTrevien（2015）は、パリ近郊の地域急行鉄道網（RER:RegionalExpressRail）

































国勢調査は 5 年ごとに実施され、調査年の 10 月 1 日現在の状況が明らかにされる。ここでは、












3）　2011 年の前後にあたる 2010 年および 2015 年のデータに加えて、2005 年のデータを分析に利用する
理由は、開業前の各市町村の人口変化率を分析結果に反映させるためである。Atacketal.（2010）や










2005 年 2010 年 2015 年
Mean S.D. Mean S.D. Mean S.D.
対数人口 10.093 1.231 10.055 1.251 10.008 1.271
HSR × Post 0 0 0 0 0.197 0.399
県庁所在地 0.030 0.171 0.030 0.171 0.030 0.171
海岸線を有する市町村 0.511 0.501 0.511 0.501 0.511 0.501
他の鉄道駅を有する市町村 0.631 0.484 0.631 0.484 0.631 0.484
変　数
HSR ＝ 1 HSR ＝ 0
Obs Mean S.D. Obs Mean S.D.
対数人口 138 10.523 1.051 561 9.936 1.269
県庁所在地 138 0.043 0.205 561 0.027 0.161
海岸線を有する市町村 138 0.413 0.494 561 0.535 0.499
他の鉄道駅を有する市町村 138 0.696 0.462 561 0.615 0.487
（注）HSR は、九州新幹線の駅から 10km 圏内に位置する市町村で 1 をとるダミー変数、Post
は九州新幹線が全線開通した 2011 年以降で 1 をとるダミー変数である。
分析に用いるデータの記述統計は表 1 に示される。この表によると、九州新幹線開業によ
り新幹線ネットワークへのアクセスを新たに得た市町村は全体の 19.7％である。人口について



















析を行う。本論文では、2005 年、2010 年、および 2015 年の市町村レベルのパネルデータを用
いて（1）式を推定する。
　lnPijt＝αi＋θjt＋λt＋δ（HSRi×Postt）＋Z'itβi＋uijt （1）
































市と鹿児島市を沿線主要都市とするのは、1972 年の運輸省告示第 243 号において、九州新幹線
が、福岡市を起点とし鹿児島市を終点とする路線として告示されたからである。また、熊本市
を沿線主要都市に含めるのは、その後の 1973 年の運輸省告示第 466 号において、熊本市が九
州横断新幹線の終点として告示されたことが理由である。
具体的には、次の手順で操作変数に用いる変数を作成する。まず、GIS ソフトウェアを使用
して、福岡市、熊本市、鹿児島市の主要 3 都市を直線で結ぶルートを作図する（図 1）6）。その
上で、この直線ルート上に位置する市町村であり、かつ主要 3 都市以外の市町村である場合に
1 をとるダミー変数を作成する。
本論文では、これを操作変数に用いて、2 段階最小二乗法による推定を行う。1 段階目と 2
段階目の推定式は、それぞれ次のとおりである。
　Rit ＝ζi ＋ξjt ＋φt ＋ψ（Li × Postt）＋ Z'itγi ＋ vijt （2）
　lnPijt ＝αi ＋θjt ＋λt ＋δR̂it ＋ Z'itβi ＋ uijt （3）
1 段階目の推定式の被説明変数であるRitは、九州新幹線全線開業により新幹線へのアクセ






1 をとるダミー変数の交差項（HSRi × Postt）となる。Liは操作変数であり、Posttは 2011 年以
降で 1 をとるダミー変数である。ζiとαiは市町村固有効果、ξjtとθjtは都道府県×時点固有
効果、φtとλtは時点固有効果、そしてZitはその他のコントロール変数のベクトルである。









表 2 は OLS による（1）式の推定結果である。この表によると、九州新幹線全線開業により新
幹線へのアクセスを新たに得た市町村では、2010 年から 2015 年にかけての人口変化率が相対
的に高くなっており、この差は統計的にも有意である。推定結果（1）では、HSR × Post の係数





む推定結果では、HSR × Post の係数は、やや小さくなる。このことは、相対的に高い人口変
化率を元々持つ市町村に新幹線駅が建設される傾向があることを示唆している。
推定結果（4）～（6）は、後の分析で操作変数として用いる変数（Straight line × Post）を説明




（1） （2） （3） （4） （5） （6）
HSR×Post 0.036*** 0.031*** 0.030*** 0.037*** 0.030** 0.029**
（0.010） （0.010） （0.011） （0.013） （0.013） （0.014）
Straightline×Post －0.002 0.003 0.003
（0.020） （0.019） （0.018）
市町村ダミー Yes Yes Yes Yes Yes Yes
年ダミー Yes Yes Yes Yes Yes Yes
都道府県×年ダミー No No Yes No No Yes
追加のコントロール変数 No Yes Yes No Yes Yes
サンプル数 699 699 699 699 699 699
決定係数 0.489 0.551 0.581 0.489 0.551 0.581
パネル数 233 233 233 233 233 233






表 3 は操作変数法（2 段階最小二乗法）による推定結果である。操作変数は、沿線主要都市
を結ぶ直線上に位置する市町村で 1 をとるダミー変数（Straight line）と 2011 年以降で 1 をと
るダミー変数（Post）の交差項である。この表の上段は 1 段階目の推定結果であり、新幹線ア
クセスの新規獲得に対して操作変数が強い説明力を持つことが示される。また、いずれの推計
においても Cragg­Donald 統計量は十分に大きい値を示している 7）。したがって、操作変数の
弱相関性に関して問題は認められない。
表 3 の下段は、新幹線アクセスの新規獲得が人口に及ぼす効果について、操作変数を用いて
推定した結果である。この表によると、HSR × Post の係数の大きさは、表 2 の OLS による推
定結果のものとほぼ同じである。ただし、係数の有意性については、推定結果（2）においての
み 10％水準で有意である。また、表 3 では内生性検定を行っているが、これは「HSR × Post
が外生変数である」という帰無仮説を検定している。この帰無仮説は、いずれの推定結果にお




【 1 段階目の推定結果（被説明変数：HSR × Post）】
Straightline × Post 0.685*** 0.683*** 0.603***
（0.074） （0.077） （0.080）
【 2 段階目の推定結果（被説明変数：対数人口）】
HSR × Post 0.034 0.034* 0.034
（0.021） （0.020） （0.021）
市町村ダミー Yes Yes Yes
年ダミー Yes Yes Yes
都道府県×年ダミー No No Yes
追加のコントロール変数 No Yes Yes
サンプル数 699 699 699
パネル数 233 233 233
Cragg­DonaldFstatistic 157.28 153.38 124.39
内生性検定Chi­sq（1） 0.010 0.026 0.029
（注）* 、* * 、* * * は、それぞれ、10％、5％、1％水準で有意であることを示す。括弧内は、不均一分散頑
健標準誤差。追加のコントロール変数には、県庁所在地ダミーと年ダミーの交差項、海岸線を有する
市町村ダミーと年ダミーの交差項、他の鉄道駅を有する市町村ダミーと年ダミーの交差項が含まれる。


















市町村では、2010 年と 2015 年の間の人口変化率が有意に高いことが示された。
また、人口に影響を及ぼす要因のうち、time­varying かつ観察不能な要因が、新幹線駅の立
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Impact of New High-speed Rail on Population in the 
Kyushu Region of Japan
In 2011, a new high-speed rail (HSR) network began operating in the 
Kyushu region of Japan.  This study aims to measure the impact of the new 
HSR on city/town populations.  The analysis uses balanced panel data from 
Japanese population census and geographic information system databases.  
First, we estimate the difference-in-differences model, where we control for 
city/town fixed, year fixed, and prefecture-by-year fixed effects, prefectural 
capitals, topographical factors, and access to other railways.  The results 
show that the percentage of population change between 2010 and 2015 is 
higher in cities/towns that gained new access to the HSR network.  This 
suggests that the new high-speed rail network had a positive effect on city/
town populations.
However, if obtaining access to the HSR is correlated with unobservable 
and time-varying factors that affect population, the OLS estimate of the 
difference-in-differences effect is biased due to endogeneity.  For instance, 
if the new HSR stations are located at cities where the population growth 
is higher due to unobservable factors, the OLS estimate of the difference-
in-differences effect is upward biased.  To address this issue, we use an 
instrumental variable approach, and we find no evidence that the OLS 
estimate is biased due to endogeneity.
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